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新学習指導要領が実施されることに伴い授業時数が増加することとなった。
平成23年度から小学校1学年の35人学級が導入されるとともに，少人数指導のための教員が配置される。

指導主事等が学校を訪問し各学校の課題に応じた指導助言を行うことにより，教員の指導力及び学
校全体の教育力を向上させることを目的とした重要な事業であり，本市教育の充実のために今後も
推進していく。担当課 学校教育課 558 582

0 0 Ａ 継続
558

2
学校訪問指導事業

全小中学校

市及び学校が日々の学習指導の改善・充実を図るためには，本市児童生徒の学力の状況を的確に把
握するとともに，その結果分析に基づいた対策を講ずることが不可欠であることから，本事業を継
続していく。指導主事による学校訪問事業の充実に加え，「授業力向上プロジェクト」において研
究発表会を開催し，教員の授業力の向上に関する研究発表等を通して全市的な底上げを図る。放課
後等を活用した学習支援策を実施していく。

担当課 学校教育課 69.4 57.9
22,695 23,048 Ａ 継続

67.9
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学力向上推進事業

全小・中学生 H18
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有効性

重点事業

３　今後の取組方針

⑧取組の
考え方

見直し事業

児童生徒の学習意欲を高め基礎学力の定着を図るため，引き続き教員の授業力向上を推進するとともに，児童生徒の学力や学習習慣等に係る調査を実施し，結果を活用した指導の工夫・改善を行う
とともに，正答率が５０％未満の生徒の割合の減少につながる取組の充実を図る。

指導主事による学校訪問事業の充実に加え，「授業力向上プロジェクト」において研究発表会を開催し，教員の授業力の向上に関する研究発表等を通して全市的な底上げを図る。放課後等を活用し
た学習支援策を実施していく。
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各事業は，適切に選択・実施され，学力向上につながっている。

学力向上については，社会的に関心を集めており，ゆとり教育の反省などから新学習
指導要領においても内容や時数を増加させるなどにより，基礎・基本の確実な定着を
目指していることから，本施策に取り組む必要性は高い。

十分である

十分である

③施策を
取巻く環境

適切性
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取組の
　基本方向

担当課 学校教育課

総合計画
　政策の柱

政策目標
（基本施策目標）

信頼される学校教育が推進され，児童生徒が，充実した学校
生活を送っています。

「信頼される学校教育を推進する」ため，確かな学力を身に付けた児童生徒を育成するための「学力向上の推進」，心身ともにたく
ましい児童生徒を育成するための「豊かな人間性と健やかなからだの育成」，信頼性の高い，特色と魅力ある学校づくりのための
「地域と連携した独自性のある学校経営の推進」，教育施設の安全性・快適性を高めるための「教育環境の充実」，特別な支援を必
要とする児童生徒に適切な教育を提供するための「特別支援教育の充実」，教職員の資質・専門性の向上を図るための「高い指導力
と情熱をもつ教職員の育成」，生涯にわたる人間形成の基礎を培うための「幼児教育の充実」，市民の自己実現の一翼を担う「高
校，高等教育の充実」に，重点的に取り組みます。

市民の学ぶ意欲と豊かな心を育むために
政策名

（基本施策
名）

信頼される学校教育を推進する
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調査した各教科の全学年の平均を比べると，正答率が８０％以上の児童生徒の割合は
前年度を上回っている。また正答率５０％未満の割合は前年度実績値を下回っている
ことから，学力の向上は着実に図られている。

説
明

不十分である
説
明

施策の実施により，「授業がわかる」「勉強が好き」と回答した児童生徒が増えてお
り，学校教育への信頼性の向上に効果を上げている。
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●
（70%未満）

減少している

学習内容定着度調査での正答率
(中学3年生の国語）80%以上の割
合（％）

72.0

指導主事等による学校訪問回数
（回）

558

教員の授業力を向上させる取組を充実させ，わかりやすい授業の推進
に努めたことなどにより，全学年の全教科の平均を比べると，正答率
が８０％以上の児童生徒の割合は前年度を上回り，正答率５０％未満
の割合は前年度実績値を下回っているなど，確かな学力を身に付けた
児童生徒の育成につながっている。

児童生徒一人ひとりに確かな学力を保障するためには，引き続き教員
の授業力向上を推進することはもとより，正答率が５０％未満の児童
生徒の割合を減らすことが必要であり，学力の定着が十分でない児童
生徒に学習習慣を身に付けさせるため授業以外の学習を支援する取組
もより一層推進する必要がある。

成
果
が
見
ら
れ
る
点

改
善
の
必
要
な
点

児童生徒の学習意欲を高め基礎学力の定着を図るため，引き続き教員の授業力向上を推進
するとともに，児童生徒の学力や学習習慣等に係る調査を実施し，結果を活用した指導の
工夫・改善を行うとともに，正答率が５０％未満の生徒の割合の減少につながる取組の充
実を図る。
そのために，指導主事による学校訪問事業の充実に加え，「授業力向上プロジェクト」に
おいて研究発表会を開催し，教員の授業力の向上に関する研究発表等を通して全市的な底
上げを図るとともに，放課後等を活用した学習支援策を実施していく。

⑨政策評価
会議意見

学習内容定着度調査での正答率
(中学3年生の国語）50%未満の割
合（％）

学習内容定着度調査での正答率
(中学3年生の国語）80%以上の割
合（％）

―---―指標④
学習内容定着度調査での正答率
(全学年全教科平均）50％以下の割
合（％）

7.47.8
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外部意見
その他

国・県等の
動向

児童生徒が，学ぶ意欲をもち，基礎学力を身に付けています。

施　策　指　標（単位）
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79 Ｃ 継続

491 Ｂ 継続

756 Ｂ 継続

教科用図書の採択に関しては公正確保が求められており，保護者，学識経験者，教育研究会の代表
などから幅広い意見を聴取することができる採択協議会は必要不可欠であることから，今後も継続
していく必要がある。

協議会委員数
14 14

89
14 14

8
教科書採択協議会負担金 河内採択地区教科用図

書採択協議会担当課 学校教育課

指導・助言にあたる指導主事が先進的な研究に関する情報を得ることは，本市の中学校教育の充実
を図る上で必要であるため，今後も本事業の継続は不可欠である。

研修会参加回数
5 5

441
8 4

7
教職員指導研修事務（中学校）

学校教育課指導主事
担当課 学校教育課

指導・助言にあたる指導主事が先進的な研究に関する情報を得ることは，本市の小学校教育の充実
を図る上で必要であるため，今後も本事業の継続は不可欠である。

研修会参加回数
7 7

785
8 10

6
教職員指導研修事務（小学校）

学校教育課指導主事
担当課 学校教育課

18,532 Ａ 継続
今後は，来日間もない子どもを対象とした初期日本語教室の設置と，保護者への通訳支援を行って
いく。

日常会話程度の日本語習得率
78 81

17,304
96 88

5
外国人児童生徒への日本語指導 小中学校に在籍する外国人

児童生徒の中で，日本語指
導を必要とする者。

H4
担当課 学校教育課

0
21年度まで委託

22年度から直接雇
用

Ａ 拡大
本市小中一貫教育における新教科「会話科」の指導の充実を図るため，本事業を拡大し，平成２３
年度から新たに，小中一貫教育における外国語指導助手を１名配置し，外国語指導助手を合計２６
名とした。

「学習と生活についてのアンケー
ト」における「英語の授業が好き」
と回答した生徒（中学校３年）の割
合（％）

60.0 60.0

74,425

54.2 57.5

4

外国語指導助手派遣
城山西小および清原北
小を除く全小中学校

H1

担当課 学校教育課

「学習と生活についてのアンケー
ト」における「学校の授業が分か
る」と回答した生徒（中学校３年）
の割合（％）

80 80

担当課 学校教育課 76.4 77.1

継続
授業力向上にかかる資料等の作成・配付とともに，研究成果を全市的に共有するため，教員はもと
より保護者等を含めた発表会の開催に向けた取組を進めていく。

5 15

10

1,600 1,595 Ａ

5

3
授業力向上プロジェクト

小中学校教員 H21

継続
学校教育課

44,501施　策　事　業　費　合　計 117,339

再掲 ー

授業力向上プロジェクト研究学校数

ー
「うつのみや授業の達人」表彰制度

市立小・中学校教職員
ー

表彰者数
担当課

Ｈ２２
10

ー

各教科の特定分野の授業実践に優れ，教員の模範として推奨すべき教諭を「うつのみや授業の達
人」として顕彰するとともに，受賞を活用し本市の授業力の向上を図る。
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